
特定非営利活動法人日本ポーテージ協会定款

第 1章  総  則
銘 わ

第 1条 この法人は、特定非営利活動法人日本ポーテ
ージ協会と称する。この法人の英文名は Japιm
P硫 , Ass∝iaion とする。

(事務i"

第 2条 この法人は、事務所を東京都杉並区に置く。

(目 的)

第 3条 この法人は、ポーテージ早期教育プログラム

(以下ポーテージプログラムという)を普及し、発達

に遅れや偏りのみられる乳幼児の早期教育システムの

確立と発展に寄与することを目的とする。

(特定非営利活動の掴華ゆ

第4条 この法人は、前条の目的を達成するために、
次の種類の特定非営利活動を行う。

(1)保健、医療又は福祉の増進を図る活動

②子どもの健全育成を図る活動

(3)国際協力の活動

(事 ;鶏

第 5条 この法人は、第 3条の目的を達成するために

次の事業を行う。

(1)ポーテージプログラムに関する知識の普及および

啓発事業

②ポーテージプログラムによる教育および相談事業

(3)ポーテージプログラムに関する出版事業

(4)ポーテージプログラムに関する国際的事業

(5)ボーテーププログラムの指導者養成と資格の認定

⑥児童福祉法に基づく障害児通所支援事業

(7)その他この法人の目的達成のために必要な事業

第 2章  会 員

第6条 この法人の会員は、次の4種類とし、執行会
員をもって特定非営利活動促進法上の社員とする。

(1)執行会員、この法人の目的に賛同じ法人の運営に参

画する意思を持ち入会した個人

0)正会員、この法人の目的に賛同し入会した個人

(3〉団体会員、この法人の目的に賛同し入会した団体

(4)賛助会員、この法人の目的に賛同じこの法人の事業

に財政的援助をする個人および団体

伏 ω

第 7条 この法人の会員になろうとする個人または団
体は、入会申し込み書を会長に提出し年会費を納入す

ることによって執行会員、正会員、団体会員または賛

助会員となることができる。

(会 費)

第 8条 会員は、会費を毎年納入しなければならない。
年会費の額は別に理事会で定めるものとする。

(会員の資格の喪失)

第9条 執行会員、正会員、団体会員が次の各号のい

ずれかに該当する場合には、その資格を喪失する。

(1)退会届の提出をしたとき

0)本人が死亡し、もしくは失そう宣告を受けたとき

(3)継続して1年以上会費を滞納したとき

(4)除名されたとき

鯉 ω

第 10条 会員で退会しようとするものは、この法人
に申し出て任意に退会することができる。

(除 名)

第 11条 会員が次の各号のいずれかに該当するとき
は、当該会員に事前に弁明の機会を与えた上で理事会

の決議を経て、これを除名することができる。

(1)こ の法人の名誉を著しく傷つけるか、またはこの法| ■  ■■ ,



第 3章  役 員

(拠出金の不返i∋

第 12条 この法人は、会員がすでに納入した会費お
よびその他の拠出金品は、これを返還しない。

(3)理事の業務執行またはこの法人の財産の状況につ

いて、不正の行為または法令もしくは定款に違反する

重大な事実がある事を発見したときは、これを総会ま

たは所轄庁に報告すること

(4)前号の報告をするために必要がある場合は、総会の

開催を招集すること

(5)理事の業務執行の状況またはこの法人の財産の状

況について、理事に意見を述べること

に 勤

第 16条 役員の任期は、2年とする。ただし再任を
妨げない。

2 役員の補充または増員による任期途中からの役員
の任期は、所定の任期の残任期間とする。

3 役員は、舌打壬または任期満了の場合の後において

も、第 13条第1項に定める最小の役員を欠くときは、

後任者が就任するまで、なおその職務を行わなければ

ならない。

解 0
第 17条 理事が次のいずれかに該当するときは、理
事会において理事総数の3分の2以上の議決により、

当該役員を解任することができる。監事は総会におい

て次のいずれかに該当する時は、執行会員の過半数の

議決により角引壬することができる。

(1〉心身の故障のために職務の執行に堪えないと認め

られたとき

0)職務上の義務違反、その他役員としてふさわしくな

い行為があると認められるとき

卸 帥

第 18条 役員は、役員総数の3分の 1以内の範囲で

報酬を受けることができる。

2 役員の報酬に関しては、理事会で定めるものとす
る。

3 ‐役員には、その職務を執行するために要した費用
を弁償することができる。

(その他の役職者)

第 19条 この法人に名誉会長 1名を置くことができ

(種別および定数)

第13条 この法人は、次の役員を置く。
(1〉理事 10名以上 15名以内

②監事 1名以上2名以内

2 理事のうち会長、副会長 (2名以内)、 常務理事 (1
名)を置く。

()難等)

第 14条 理事は、任期満了前の理事会で次期の理事
を選任し総会に報告する。

2 会長、副会長、常務理事は理事会において理事の

互選で定める。

3 監事は、総会で選任する。
4 監事は、理事会又は本会の職員を兼ねることがで

きない。

織 紛

第 15条 会長は、この法人を代表しその業務を総括
する。

2 会長以外の理事は、法人の業務について、この法

人を代表しない。

3 副会長は、会長を補佐し会長に事故があるとき、
または会長が欠けたときは、理事会においてあらかじ

め定めた順序により職務を代行する。

4 常務理事は理事会の決議に基づいてこの法人の常
務を処理する。

5 理事は理事会を構成し、この定款の定めおよび理
事会の議決に基づき業務を執行する。

6 監事は次に挙げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること

0)この法人の財産の状況を監査すること

人の目的に反する行為をしたとき

②法令、この法人の定款または規則に違反したとき



る。

2 名誉会長は、会長を退任し特にこの法人に功労の
あったものを、理事会の推薦により、会長が委嘱する。

3 この法人に顧問 5人以内を置くことができる。
4 顧間は、学識経験者またはこの法人に功労のあつ

たもののうちから、理事会の推薦により、会長が委属

する。

第4章  会 議

(会議の種)ロ

第 20条 会議は、総会、理事会、支部代表者会議と
し、総会は通常総会および臨時総会とする。

(会議の構ω

第 21条 総会は執行会員をもって構成する。

2 理事会は、理事をもって構成する。
3 名誉会長、監事およ(,顧間は、理事会に出席し意
見を述べることができる。

4 支部代表者会議は、支部の代表者をもって構成す
る。

←念会の権能)

第22条 総会は、この法人の運営に関する次の事項を
議決する。

(1)事業報告および決算の承認

②事業計画および予算

(3)定款の変更

(4)合併

(5〉解散

(6〉その他理事会が必要と認める重要な事項

(7〉監事の選出と解任

(総会の開イD
第23条 通常総会は、毎年1回開催する。
2 臨時総会は、次のいずれかに該当するときに開催
する。

(1)理事会が必要と認めたとき

②執行会員の5分の1以上から会議の目的にたる事

項を示して請求があったとき

(3)監事が招集したとき

(総会の招場9

第 24条 総会は第 23条第 2項 3号を除き、会長が招
集する。

2 総会を招集する場合は、日時、場所、目的および

審議事項を記載した通知を、書面で少なくとも開催日

の 1週間前までに発信しなければならない。

(総会の定足委0

第 25条 総会は、執行会員の過半数の出席をもって
成立する。

総会の議:D

第 26条 総会の議長は、理事会の互選により、理事

が当たる。ただし第 23条第 2項 2号 3号の規定によ

り、臨時総会を開催したときは、出席した朝行会員の

うちから議長を選出する。

(総会の議短

第 27条 総会の議事は、この定款に定めるもののほ
か、出席した執行会員の過半数をもって決し、可否同

数の場合は議長の決するところによる。

2 総会の議決について特別の利害関係を有する執行
会員は、その議決に加わる事はできない。

3 理事又は社員が総会の目的である事項について提

案した場合において、社員の全員が書面または電磁的

記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を

可決する旨の社員総会の決議があったものとみなす。

(書面表決)

第 28条 総会に出席しない執行会員は、あらかじめ

通知された事項について、書面または代理人をもって

表決権を行使する事ができる。

2 第 1項の規定により表決権を行使する執行会員は、
第 25条および前条第 1項の規定の適用については出

席したものとみなす。

(総会の議事●つ

第 29条 総会の議長は、総会の議事について議事録



を作成し、これを保存しなければならない。

(1)日時および場所

(2)執行会員総数および出席者数(書面表決者または表

決委任者がある場合は、その数を付記すること)

(3)審議事項

(4〉議事の経過の慨要および議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項

2 議事録には、議長および総会において選任された

議事録署名人2名が、記名押印または署名しなければ

ならない。

3 前2項の規定に関わらず、執行会員全員が書面ま
たは電磁的記録により同意の意思表示をしたことによ

り、総会の決議があったとみなされた場合においては、

次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。

(1)総会の決議があったものとみなされた事項の

内容

② 前号の事項の提案 を した者の氏名又は名

称

③総会の決議があったものとみなされた日

(4)議事録の作成に係る職務を行った者の氏名

(改訂前の第30条は第21条第2項、第3項と重複

するために削除)

(理事会の権肯D

第 30条  理事会は、次の事項を議決する。
(1)事業計画およびその変更

②事業報告および決算

(3)理事の選任、解任、報酬、職務

④会費の額

(5)事務局σ琳:麟哉および運営

(6)その他この法人の運営に関する必要事項

(理事会の開イD
第 31条 理事会は、年2回以上必要なときに開催す
る。

(理事会の招集)

第32条 理事会は、会長が招集する。
2理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的

および審議事項を記載した通知を少なくとも開催日の

1週間前までに発信しなければならない。

(理事会の定足数)

第 33条 理事会は、理事の過半数の出席をもって成
立する。

(理事会の議:D

第 34条 理事会の議長は、会長の指名した者がこれ

にあたる。

(理事会の議Ю

第 35条 理事会の議事は、この定款に定めるものの

ほか、出席した理事の過半数をもって決し、可否同数

のときは議長の決するところによる。

(理事会の書面表決)

第 36条 理事会に出席しない理事は、あらかじめ通
知された事項について、書面または

～
■人をもって表

決権を行使することができる。

2第 1項の規定により表決権を行使する理事は、第
33条および前条第 1項の規定の適用ついては出席し

たものとみなす。

(理事会の議事い

第 37条 理事会の議事については議事録を作成しこ

れを保存しなければならない。

2議事録には、議長および出席した理事のうちその会

議において選出された議事録署名人2名以上が署名し

なければならない。

第 5章  資産および会計

(資産の構ω

第 38条 この法人の資産は次にあげるものをもって

構成する。

(1)設立当初の財産日録に記載された資産

0)会費

(3)寄付金

(4)事業に伴う収益

(5)資産から生じる収益



ゝ

(6)その他の収益

(資産の管理)

第 39条 この法人の資産は、会長が管理し、その管
理方法は理事会の議決を経て会長力溺11に定める。

“

I費の支弁)

第40条 この法人の経費は、資産を持って支弁する。

(事業年度)

第 41条 この法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始
まり、翌年 3月 31日 に終わる。

(事業計画および予算)

第 42条 この法人の事業計画およびこれに伴う活動
予算は、毎事業年度ごとに会長が作成し、総会の議決

を得なければならない。

2この法人の通常総会の議決を終えるまでの暫定の

事業計画および活動予算は、前条の規定にかかわらず、

毎事業年度開始前に理事会の議決を経なければならな

しヽ

3当該事業年度中の事業計画および活動予算の変更

は理事会の議決による。

(事業報告および決算)

第 43条 この法人の事業報告書、活動計算書、財産
目録および貸借対照表は、会長が毎事業年度終了後に

遅滞なくこれを作成し、理事会の議決および監事の監

査を経た上で、当該事業年度終了後の通常総会の承認

を得なければならなし、

2前項の監事の監査を経た事業報告書、活動計算書、

財産目録および貸借対照表は、役員名簿、役員のうち

前年に報酬を受けた者の名簿、社員のうち 10名以上

の名簿を添ぇて、当該事業年度終了後 3ケ月以内にこ

の法人の所轄庁に提出しなければならない。

第6章 定款の変更解散および公告

徒募その変フ∋

第44条 この法人が定款を変更しようとするときは、

総会に出席した執行会員の2分の 1以上の多数による

議決を経、かつ、法第 25条第 3項に規定する以下の

事項を変更する場合、所轄庁の言薦正を得なければなら

ない。

(1)目 的

② 名称

(3)その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非

営利活動に係る事業の種類

(4)主たる事務所及びその他の事務所の所在地 (所轄

庁変更を伴うものに限る)

⑤ 社員の得喪に関する事項

(6)役員に関する事項 (役員の定数に関する事項を除

く)

(7)会議に関する事項

(8)その他の事業を行う場合における、その種類その

当該その他の事業に関する事項

(9)解散に関する事項 (残余財産の帰属すべき事項に

限る)

(10)定款の変更に関する事項

2 この法人の定款を変更(前項の規定により所轄庁の

記ξ正を得なければならない事項を除く。)したとき

は、所轄庁に届け出なければならない。

輌旱肯0

第 45条 この法人は、次にあげる事由により解散す
る。

(D総会の決議

②目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不

能

(3)執行会員の欠亡

(4)破産手続き開始の決定

(5)所轄庁による認証の取り消し

2前項第1号の規定に基づき解散する場合は、総会に

おいて出席した執行会員の過半数の議決を得なければ

ならない。

3第 1項第2号の規定に基づき解散する場合は、所轄

庁の認定を得なければならない。

(公告の方,(D

第 46条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲



こ

ノ

示するとともに官報に掲載して行う。ただし法第 28

条の2第 1項に規定する貸借対照表の公告については、

この法人のホームページにおいて行う。

第 7章 雑則

(運営委員会)

第 47条 この法人は、業務企画の推進のために運営
委員会を置く事ができる。

2運営委員会に関する規定は、理事会の議決を経て別

に定める。

岐 帥

第 48条 この法人は、地域ごとに活動を促進するた
め支部を設けることができる。

2支部に関する規定は理事会の議決を経て別に定め

る。

(事務局の設置および職務動

第 49条 この法人に事務局を置く。
2事務局は事務局長 1名および職員若千名を置く。
3事務局長および職員の任免は会長が行う。

(事務局の運営)

第 50条 事務局の運営に関する必要な事項は、理事
会の議決を経て会長が別に定める。

俣施細貝ゆ

第 51条 この定款の実施について必要な細則は、理
事会の議決を経て、会長力湖りに定める。

附  則
1この定款は成立日より実施する。

2この法人の設立当初の役員は別表のとおりとする。

会長   山口 薫
副会長  白幡富夫
常務理事 土橋とも子
理事   一木麗子

重藤根治子

清水直治

福島克二

山根正夫

柳下道子

吉川員知子

渡邊徳子

監事   荻原 稔
3特定非営利活動法人日本ポーテージ協会の成立に
より、日本ポーテージ協会の会員および―切の財産は

この法人が承継する。

4この法人の設立当初の事業年度は第41条の規定に

力勁 わヽらず、法人成立の日から平成 13年 3月 31日 と

する。

5この法人の設立当初の事業年度の事業計画および

予算は、第 42条第 1項の規定にかかわらず設立総会

の定めるところによる。

6この法人の設立当初の会費は策 8条の規定にかか

わらず次に掲げる額とする、

年会費 ・正会員 個人 3,0〔Ю円
・賛助会員 個人、団体 一日 10,(XЮ 円
7この法人の設立当初の役員の任期は、第 16条の規

定にかかわらず、成立の日から平成 14年 3月 31日 ま

でとする。

附 則 (平成 12年 6月 11日 )

1 この法人の役員の一部を改正し監事に山田耕一郎

を加える。

附 貝」(平成 13年 5月 20日 )

1この法人の役員の一部を改正する。理事の渡邊徳子

を削除し中西慶子、谷島邦雄を加える。

附 則(平成2年 11月 7日認m
l この定款の一部を変更し、所轄庁の認証の日から
施行する。

附 則〈平成29年 10月 25日詰 め

1この定款の一部を変更し、所轄庁の言薦Iの 日から
施行する。




